【厚生労働省】

　日時：2013年5月30日11時30分～12時

　厚生労働省：
　　雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課法規係長安保壮一郎、
　　老健局振興課基準第二係佐々木原剛、

　　雇用均等・児童家庭局保育課予算係田中遙、
労働基準局労働条件政策課労働条件改善係竹和さやか他計6人
　自治労：西田一美総合企画総務局長、松澤佳子女性部長、佐々木伸青年部長
　記録：高松、会田
　はじめに西田総合局長より要請書を手渡し、「自治労では、毎年、6月を男女平等推進月間として、男女平等社会を進める取り組みをしている。いま、橋本市長の従軍慰安婦発言やＤＶ、セクハラ等をはじめ、女性の人権、尊厳が危機的な状況に置かれているという認識をしている。女性の社会参加、それに伴う環境整備が必要であるにもかかわらず、こうした傾向には危機感を持つ。非正規・不安定雇用の問題もあり、本要請課題について、ご尽力をお願いしたい」と挨拶した。続いて松澤部長より今回の要請の趣旨について説明し、厚生労働省から要請の重点項目について以下の通り回答を得た。
1.　国は、育児休業改正については、女性の就労促進につながる制度設計とすること。
　総理から要請のあった「育休3年」は、就労を継続するために、育休だけではなく、短時間勤務も含めて、希望する男女が取得できるようにするというもの。企業の自主的な取り組みを促すためのもので、現行法の改正をするつもりはない。
3．(2)　2007年４月施行の改正男女雇用機会均等法について、以下の６点の修正を早期に行うこと。
　　①　法律の名称を「男女雇用平等法」とすること。
昨年10月から、審議会で議論している。「均等」と「平等」は、同じ意味だと認識している。そのため、平等法にする必要はないと考える。
　　②　第１条（法の目的）に記された「男女の均等な機会及び待遇の確保」には、賃金の男女均等取扱いが含まれることを明記するとともに、各条文の性差別禁止条項は賃金格差是正のためにも運用されるべきであることを各条文の指針等に明記すること。
法律については、差別禁止は、労働基準法第4条に罰則付きで規定され　ており、重ねて均等法に明記する必要があるのかという議論がある。賃金の男女間格差の要因は、職階制や勤続年数等であり、配置・昇進の差別を禁止している男女雇用機会均等法は、男女間賃金格差にも資するものだと考えている。男女間賃金格差ガイドラインを配布しており、その中で、ポジティブアクションを進めるようにということで取り組んでいる。
　　③　第２条（理念）に「男女労働者の仕事と生活の調和をはかる」ことを明記すること。
仕事と生活の調和は重要なことだと認識している。次世代育成法等の労　働関係全体の法の中で、推進をはかっている。現行の雇用機会均等法は、性差別禁止が主旨なので盛り込まれていない。

　　④　第６条（性別を理由とする差別の禁止）について、事業主が労働者の性別を理由として差別的取り扱いをしてはならない事項に「賃金の決定」を加えること。
労基法4条において、賃金格差が規定されている。重ねて均等法に明記する必要があるのかという議論がある。
⑤　間接差別禁止の基準は限定列挙ではなく例示列挙とし、どのようなこ　とが間接差別に当たるか「指針」で広く示すこと。
間接差別の概念は、性別を除けば、どのような要件でも入りうる考え方。あらかじめ明確な基準を設けておく必要がある、そうでないと企業が混乱するということで法改正時に盛り込まれた。審議会でコンセンサスが得られた事例。

⑥　ポジティブ・アクションについて、事業主に「行動計画の策定・実行と公表」を義務づけること。
男女の均等な機会は、外部から強制しても実行性ある改革は行われないと考える。事業主の自主性の枠組みを維持する。大事だと考えているので、企業に促進の取り組みをしている。
　

4.　ワーク・ライフ・バランス社会の実現をめざすとともに、「行動指針」に基づき、仕事と生活の調和、男性の働きかたの見直しにむけた施策を推進すること。
(1)　労働時間の短縮とそのための必要な施策を総合的、効果的に推進すること。

　　労働時間等見直しガイドラインを作成している。ホームページにアップして、周知啓発をはかっているところ。各労働基準局に相談に応じるためのコンサルタント等を設置している。今後も所定外労働時間の削減など、日々取り組んでいきたい。

(2)　男性の働き方の見直しを推進すること。
　　①　男性の育児・介護休業取得を促進するための奨励策をはかること。
　　②　男性が配偶者等の出産に共同責任が果たせるよう、配偶者出産休暇を制度化すること。
　　男性の育児参加の重要性は認識している。改正育児休業法の周知徹底をはかっている。イクメンプロジェクトという事業を立ち上げており、社会的な機運を醸成してく。
　　介護と仕事の両立は重要な課題。介護は実態把握ができていないため、昨年調査を行った。今年は、調査に基づき分析を行い、企業向けの両立支援モデルを構築し、好事例集を作成し、シンポジウムを開催していく。
　　男性の配偶者出産休暇については重要な課題。男性の配偶者出産休暇を制度化している企業は、平成20年より11％上昇した。法改正により、出産後8週間以内に男性が育休を取得すると再度育休を取得できるようになった。まずは、法律の周知をしたい。今後課題があれば検討したい。
(5)　仕事・社会参加と生活の両立に向けて、保育サービスの充実など子育て支援の拡充や介護負担の軽減に向けた介護支援の充実、介護基盤の構築等を進めること。

　保育施策の充実は重要だと認識している。保育所の基盤整備を進めている。平成25年度予算では、保育所受入数7万人拡大の運営費を計上している。保育所の施設整備を行う安心こども基金についても積み増しと事業の延長を行っている。多様な保育ニーズに対応するため、延長保育であったり、休日・夜間・病児保育などの充実をはかっているところ。25年度予算で必要な経費を計上している。待機児童解消に意欲的に取り組む地方自治体には、総合的に国としても支援していくこととしている。具体的な内容は検討中。着実に進められるところから進めていきたい。
　介護支援の充実については、直近の介護報酬改定において高齢者の尊厳保持と自立支援という介護保険の理念を一層進めるために、地域包括ケアシステムの基盤強化、医療と介護の役割分担等の観点から、報酬の見直しを行った。具体的には、家族介護者への支援を行った。短期入所生活介護事業所についても緊急時の受けいれに対応するため、一定割合の空所を確保している事業所を評価するなどしている。引き続き、地域包括ケアシステムの構築のため、マンパワーの増強が検討課題。社会保障制度改革等で幅広く検討しながら進めていきたい。
　
この回答をうけて更に自治労から以下の発言をした。
○育休について、3年という年数が独り歩きしている。抱っこし放題というが、女性が育児するだけではなく、そうした視点に立った対策を講じてほしい。間接差別は明記しないということだが、非常勤の8割が女性（自治労調査）で、結果として女性差別になる。育児・介護も離職原因になるという視点に立った施策を講じていただきたい。

〇「均等」、「平等」は同じというが、機会均等法となっているがゆえに、機会を平等にすれば、結果を平等にしなくて良いという印象を与え、格差が広がっているのではないか。労基法4条に賃金が書かれているが、結果として女性の賃金が低いという中、受け止めて法の中で規制すべきではないか。

〇労働時間について、いろいろ努力をされているのは伺った。労基法上の労働時間は、本来、8時間であることを強く打ち出すべき。それを指導する労働基準監督署の繁忙も問題。そのことが、女性の働き方の働きづらさにつながる。基本的な働き方、8時間が守られることが大事。サービス不払い残業が社会に蔓延していることに、何らかの手立てをお願いしたい。
〇労働時間の説明の中で「周知している」という言葉を使われているが、周知している内容の中で、どれだけ効果があるのか。現場では、労基法を知らない人もかなりたくさんいることが交渉をしていてわかった。法案の周知だけをしていても、この状態の克服はできないのではないか。公務職場も不払い残業が多く、予算の中での縮減で、決まった額しか出ないのが当たり前に横行している。法律を周知しているだけでは、実態としてなかなか改善されない。
これに対して厚労省からは、下記の発言があった
○労働基準監督署でしっかり取り締まるように、日々取り組んでいるところ。なかなか目に見えてこない現状を感じていらっしゃるのだと思う。貴重なご意見として確認する。

〇男女間賃金格差は、昔に比べて改善されてきている。ポジティブアクションを進めるなど、差別的な賃金を取り締まることなどによって効果が出てきている。結果の平等に向けて何もやっていないわけではなく、行政として男女間賃金格差にむけて、取り組んでいるところ。

〇総理の「赤ちゃん抱っこし放題」だが、育児休業と短時間勤務を要請している。子どもの年齢別アンケートでは、子どもの年齢が上がるにつれて短時間勤務の希望割合が増える。強制的に3年育休を取らせるというものではない。利用しやすい制度を利用者に選んでいただくということ。短時間勤務を取得できない環境について、周知なり、就業規則の整備なりで進めていきたい。
最後に西田総合局長から「男女平等社会を求めるということは、女性の参画をいかに進めるかが重要な視点。労働者の意見が反映されず、企業トップばかりでは、現実的ではない。希望する男女が取得できるようにとのことだが、結果として女性が取得している。いろいろな施策を講じていることが分かるが、なぜ進まないのか。労働者側、現場の意見をもっと受けとめるべきだ。均等法については、実質の平等を求めるという視点が必要だ。保育所の待機児童の問題など、女性が働きたくても働けない状況の中では、女性の社会参加を促進するために、場当たり的ではなく、実質的、長期的な施策を講じていただきたい。厚労省でいえば、要の施策である。これからも一層の取り組み推進をお願いしたい」と述べ要請を終了した。

以上
PAGE  
1

